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る場合，ダンパーの抵抗力と構造物の強度とのバランスを考慮する必要がある 5) 6)． 
その従来のダンパーの特徴について摩擦ダンパーを例に挙げると，復元力にダンパーの減衰を付


























   




















橘ら 13) 14) 15)は，2 つの建物をアクチュエータのついた部材で連結し，擬似可変剛性を与えること
によって，連成系全体の固有周期を変化させ，地震の卓越周期からずらすことにより非共振の状態を
保つ制御システムについて研究がなされている． 


















 復元力           ダンパー        (復元力+ダンパー) 
 復元力          負剛性ダンパー      (復元力+ダンパー) 
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図 2-1 負剛性ダンパー 
負剛性 摩擦抵抗 負剛性ダンパー 



















剛性ダンパーの降伏荷重を Qd とし，変位：x が振幅：A の正弦波で加振する場合，構造物の荷重：
Frとダンパーの抵抗力：Fdを足しあわせたシステムの力：Fsysは次のように表される． 
 
drsys FFF +=                            (2.1) 









x       (2.2) 
tAKWxtAk dampr ωμω sin)sgn(sin ⋅⋅+⋅⋅+⋅⋅= &                      (2.3) 
 




tAkWxtAkF rrsys ωαμω sin)sgn(sin ⋅⋅⋅−⋅⋅+⋅⋅= &               




)=1 の時，Fsys は最大値をとり，次のように表される． 
 




図 2-2 負剛性ダンパーの免震システム 
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WT ⋅⋅⋅= π2                   (2.7) 
 












)4( μ⋅⋅⋅=Δ WAW：履歴面積　　  
)
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図 2-3 システムの履歴 






QdAWW negnor ⋅⋅=Δ=Δ 4  
2
2
1 AkeqW nornor ⋅⋅= ， 22




も小さくなることに等しいので， negnor keqkeq > となり，同時に negnor WW > であることがいえる．以








負剛性ダンパーの応答特性を明らかにする為に，復元力の固有周期を 0.5 s から 5.0 s まで変化
させて，次の 2 種類の応答解析を行う．まず，ダンパータイプによる効果を調べるために，従来型
ダンパー（3 種類）と負剛性ダンパーを解析する．次に負剛性ダンパーの負剛性値の大きさによる
効果を調べるために，ダンパーの剛性を復元力の剛性に対して 5 通り変化させて解析を行う． 
ダンパータイプの比較解析を行う場合に適用する従来型ダンパーとして，粘性ダンパー，摩擦ダ
ンパー，弾摩擦ダンパーの 3 タイプとし，負剛性ダンパーは 1 タイプとして地震応答シミュレーシ
ョンを行う．また，負剛性値の大きさの比較解析には，ダンパーの剛性の大きさを 0 から－0.9×
kr と変化させて行う． 
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ymxkrFxcxm d &&&&& −=⋅+++                        (2.10) 
 
 

















ーの 3 タイプとし，負剛性ダンパーは 1 タイプとする．各ダンパーの特性を以下に示す． 
 
粘性線形ダンパー 
粘性線形ダンパーの減衰定数：hdを 0.2 として計算されるダンパーの抵抗力：Fd を付加する． 
 
弾塑性ダンパー 
弾摩擦ダンパーの解析は，降伏荷重：Qd を振動体の重量：W の 0.15 倍とし，等価剛性：keq
を，設定周期 T によって算出する．また，一次剛性と二次剛性との比を K1/K2 = 10 として計算す
る．弾塑性履歴の概略を図 2-5 に示す． 
 
(記号)            
）：降伏荷重（ 15.0×=WQd  
１：一次剛性K             


















図 2-5 システムの履歴 
































れた地震波のうち，最も入力加速度が高いレベル 2，タイプ 2 地震動とし，Ⅱ－Ⅰ－2 波形，Ⅱ－
Ⅱ－2 波形，Ⅱ－Ⅲ－2 波形の 3 種類とした．ただし，本実験で適用した想定地震波の略称を以下
のとおりとする．表 2.1 に入力地震波の概要を示す． 
 
   Ⅱ－Ⅰ－2 ： 道路橋示方書地震波，レベル 2，タイプ 2，Ⅰ種地盤，神戸気象台地盤上（EW） 
   Ⅱ－Ⅱ－2 ： 道路橋示方書地震波，レベル 2，タイプ 2，Ⅱ種地盤，JR 西日本鷹取駅構内
地盤上（EW） 
   Ⅱ－Ⅲ－2 ： 道路橋示方書地震波，レベル 2，タイプ 2，Ⅲ種地盤，東神戸大橋地盤上 
 
図 2-6～図 2-8 にⅡ－Ⅰ－2波形，Ⅱ－Ⅱ－2波形，Ⅱ－Ⅲ－2波形の加速度応答時刻歴波形およ
















表 2.1 入力地震波 
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入力波形  -  神戸気象台EW（Ⅰ種地盤）
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入力波形  -  JR鷹取駅（Ⅱ種地盤）
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入力波形  -  東神戸大橋（Ⅲ種地盤）
























































































図2-9 最大応答加速度 （ダンパータイプ比較） 
(a) 神戸気象台（Ⅰ種地盤） 
(b) JR鷹取駅（Ⅱ種地盤） (c) 東神戸大橋（Ⅲ種地盤） 
２．３．３．３ 解析結果 
 















の時，粘性線形ダンパーの 1/2 以下の応答であり，T=2.0 s までの範囲では，他のどの従来型ダンパ






負剛性ダンパーは入力地震波タイプによらず約 200 cm/s2 と、どのタイプのダンパーよりも低く，
Ⅰ種からⅢ種地盤波と長周期化しても負剛性ダンパーの応答低減効果が得られている． 
その一方で，固有周期：T=0.5 s の場合についてみると，粘性線形ダンパーは，入力地震波タイプ























また同様に，図 2-10(b)のⅡ種地盤：JR 鷹取駅 EW（Ⅱ－Ⅱ－2）および図 2-10(c)のⅢ種地盤：東
神戸大橋（Ⅱ－Ⅲ－2）の結果をみると，粘性線形ダンパーの最大応答変位は，図 2-7(b)および図 2-8(b)
の結果と同じであり，T=1.5s 以降の範囲では，入力地震波がⅠ種～Ⅲ種地盤と長周期になるほど応





ーの傾向は異なり，T=0.5s の応答変位が大きく，T=1.0s 以降で低下し，T=2.5s 以降で緩やかに増
加している． 
以上のことから，ダンパーのタイプによって固有周期に対する応答変位の傾向が異なり，また入力







































































































図2-10 最大応答変位 （ダンパータイプ比較） 
(a) 神戸気象台（Ⅰ種地盤） 
(b) JR鷹取駅（Ⅱ種地盤） (c) 東神戸大橋（Ⅲ種地盤） 






図 2-8 中の h=0.2）と一致しており，応答加速度は周期が長くなると減少する傾向があるが，応答変
位は増加する傾向がみられる．それに対して負剛性ダンパーの応答加速度は周期が長くなるほど減少
し，応答変位も同様に減少する傾向がみられ，粘性線形ダンパーや摩擦ダンパーとは応答変位の傾向
が異なっている．特にⅡ種およびⅢ種地盤の入力地震波において，固有周期が 0.5 s の場合，摩擦ダ
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T= 0.5 s T= 1 s
T= 1.5 s T= 2 s
T= 2.5 s T= 3 s
T= 4 s T= 5 s
図 2-12  ｼｽﾃﾑの固有周期 










図 2-12(a)～(c)に，ダンパー負剛性値の kr に対する倍率の絶対値に対する最大応答加速度の結果
を示す．ここで横軸の負剛性倍率がゼロの条件は，平板摩擦タイプの場合である．図 2-13(a)～(c)に，





































0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
負剛性の倍率(絶対値)  [×kr]
図2-12  最大応答加速度 （負剛性の倍率） 
(a) 神戸気象台（Ⅰ種地盤） 






















































































図2-13  最大応答変位（負剛性の倍率） 
(a) 神戸気象台（Ⅰ種地盤） 
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Ⅰ種からⅢ種地盤のどの入力地震波についても，固有周期：0.5 s と 1.0 s の応答変位が負剛性の倍率















復元力の固有周期が 0.5 s のように負剛性による長周期化の効果が得にくい条件の場合，地震波の
タイプによる傾向として，Ⅰ種，Ⅱ種，Ⅲ種と入力地震波の地盤が軟弱になるほど，応答加速度の低
減効果が小さくなっているが，復元力の固有周期が 0.5 s より大きい場合については，入力地震波の
地盤タイプに関わらず，付加する負剛性の倍率が大きいほど，応答加速度が低減する．また，応答変
位は，入力地震波の地盤が軟弱になるほど，負剛性の倍率の増加に伴い増加する傾向がある． 





また，復元力の固有周期が 0.5 s の場合の応答加速度の低減効果が鈍く，応答変位が増加傾向があ
る理由として次のことも考えられる．まず，負剛性がゼロの従来型ダンパー適用時の復元力の固有周
期が 0.5 s の場合に対して，例えば－0.9 倍の負剛性を付加すると，その時のシステム履歴の 2 次剛
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されている．それらの装置の主構成は，平面滑り板と滑り材の組み合わせである．その平面滑り摩




































図 3-1  摩擦ダンパーの履歴 
Disp.
Force


















③  機構が単純である 

















一定の正弦波運動している）と仮定する．x は頂点からの水平距離を示し、その時の o 点からの角度




x=θsin  とするとき， 物体の接線方向の加速度：αは， 
x
R
gmma −= ，  x
R
ga −=∴              (3.1) 
 







図 3-4 凸曲面転がり 
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WK =                   (3.6) 
 

























































図 3-5  パッシブ負剛性摩擦ダンパー 
図 3-6 パッシブ負剛性摩擦ダンパーの概念図 






































R2T π=                            (3.9) 
R ： 滑り板の曲率半径 





WKdamp −=                           (3.10) 
 
    Kdamp：負剛性摩擦ダンパーの剛性 
     W： 滑り材かかる鉛直荷重 





WQd ⋅= μ                          (3.11) 
 
μ ： 動摩擦係数 
          W： 滑り材かかる鉛直荷重 




















要素試験体の設計は，まず滑り材にかかる鉛直荷重を 72000 N とし，滑り板の曲面半径を 552mm
と決め，これらの条件よりダンパー剛性値を式(3.9)により計算する．このとき試験体のダンパー剛


















鉛直荷重   ：W = 72000 [N] 
滑り板形状 ：R = 552 [mm] （凸型） 
ダンパーの剛性：Kdamp = －W／R  








写真 3-1 要素試験体 





い，設計値に漸近する特性をもっている．滑り板の曲面半径は 552 mm で全長 600 mm であり，そ
の概略図を図 3-8 に示す．また，滑り材の平面寸法は□60 mm で，滑り板の曲面半径に合わせて 552 














































図 3-10  回転体 














3-11 に示し，その諸元を表 3.1 に示す．試験は，鉛直アクチュエータにより滑り材に一定荷重を加
え，水平アクチュエータにより滑り板部分を加振する．鉛直荷重は鉛直ロードセルにより，水平荷重
は水平ロードセルにより計測する．鉛直変位はひずみゲージ式変位計により計測し，水平変位はイン
ダクタンス式変位計により計測する．表 3.2 に計測器の仕様を示し，図 3-12 に計測システムを示す． 
 
 




























　最大鉛直荷重 　500 kN (50tonf)




























で水平方向に正弦波加振する．水平振幅は 20mm から 80mm までとし，加振周波数は 0.1 Hz とす
る．表 3.3 に試験条件を示す． 
































































































































































































































































































































































































































図 3-14 曲面上の鉛直変位 
写真 3-2 水平変形時の状態 

























































ーの設計値を Kdamp=－0.13 kN/mm，動摩擦係数は速度依存性を考慮せずμ=0.13 一定とし，x には
実験で得られた水平変位を用いて計算する． 
 
図 3-15 動摩擦係数 











































































































































図 3-17 履歴曲線 
 (a) (±10 mm，6.3mm/s)  (b) (±30 mm，18.8mm/s) 
 (c) (±40 mm，25.1mm/s)  (d) (±50 mm，31.4mm/s) 
 (e) (±80 mm，50.3mm/s) 
｛
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表 3.4 要素実験結果 
実験値 設計値
Case-1 20 -126 -130 -3.4
Case-2 30 -127 -130 -2.6
Case-3 40 -125 -130 -4.2
Case-4 50 -126 -130 -3.4
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本実験では，京都大学防災研究所に設置されている 3 次元振動台を用いた． 
振動台の寸法は，5 m×3 m，加振方向は水平 2 軸（x 軸，y 軸）方向，および鉛直（z 軸）方向であ
り，同時加振および回転も可能である．振動台の載荷には電気・油圧サーボ式アクチュエータが用い
られており，x 方向（長手方向）の載荷には１台，y 軸方向の載荷には 2 台，z 軸方向の載荷には 4
台のアクチュエータが用いられている．加振の制御は変位制御・加速度制御のどちらでも可能であり，
本実験では加速度制御で行った． 
また，振動台への載荷重量は定格：15 tonf，最大：30 tonf である．振動台の最大変位は，x 方向：
±300 mm，y 方向：±250 mm，z 方向：±200 mm である．振動台の概略を図 4-1 に示し，諸元を
表 4.1 に示す． 




























荷重（x 方向，y 方向，z 方向）について行った． 
変位計測は，レーザー変位計により以下の位置について行った． 
・橋桁のすべり支承がある位置（４カ所）の x 方向の絶対変位 
・橋桁側面中央部位置のｙ方向の絶対変位 
・振動台テーブル角部（１カ所）の x，y 方向の絶対変位 
また，桁の鉛直変位として各すべり支承横の桁フレーム下面と振動台テーブル間にひずみ式変位計
を４カ所設置し，振動台テーブルに対する桁の上下変位変動を計測した． 
加速度計測は，ひずみゲージ式加速度計により，橋桁側面中央部フレームに x および y 方向，お
よび振動台テーブル上に x，y 方向に設置して行った． 
荷重計測は，４カ所の供試体（すべり支承）下面にそれぞれ３分力計を設置し，すべり面に生じる
水平荷重（x，y 方向）および鉛直荷重（z 方向）を測定した． 










図 4-2 計測システム 
 
 







３分力計 変位計 加速度計 
振動台テーブル 桁（おもり）












ＣＨ 計測項目 計測位置 方向 センサー メーカー
1 支承Ａ荷重 すべり支承A x 3分力計
2 支承Ａ荷重 〃 y 3分力計
3 支承Ａ荷重 〃 z 3分力計
4 支承Ｂ荷重 すべり支承B x 3分力計
5 支承Ｂ荷重 〃 y 3分力計
6 支承Ｂ荷重 〃 z 3分力計
7 支承Ｃ荷重 すべり支承C x 3分力計
8 支承Ｃ荷重 〃 y 3分力計
9 支承Ｃ荷重 〃 z 3分力計
10 支承Ｄ荷重 すべり支承D x 3分力計
11 支承Ｄ荷重 〃 y 3分力計
12 支承Ｄ荷重 〃 z 3分力計
13 加速度(５Ｇ) 桁(西・端部) x 加速度計 共和電業
14 加速度(５Ｇ) 桁(東・端部) x 加速度計 〃
15 加速度(５Ｇ) 桁(西・端部) y 加速度計 〃
16 加速度(５Ｇ) 桁(東・端部) y 加速度計 〃
17 振動台加速度(５Ｇ) 振動台上端部 x 加速度計 〃
18 振動台加速度(５Ｇ) 振動台上端部 y 加速度計 〃
19 桁変位A 支承A付近固定点 x LK500 キーエンス
20 桁変位B 支承B付近固定点 x LK500 〃
21 桁変位C 支承C付近固定点 x LK500 〃
22 桁変位D 支承D付近固定点 x LK500 〃
23 桁変位 桁（北・端部） y LK500 〃
24 振動台変位 テーブル（東南・角部） x LK500 〃
25 振動台変位 テーブル（東南・角部） y LK500 〃
26 桁鉛直変位A 支承A付近固定点 x CDP-50 共和電業
27 桁鉛直変位Ｂ 支承B付近固定点 x CDP-50 〃
28 桁鉛直変位Ｃ 支承C付近固定点 x CDP-50 〃










図4-3  計測システム 










桁の仕様は，寸法：W4150×D2650×H400，重量(ｶｳﾝﾀｰｳｪｲﾄ含む)：980 kN（10 tonf）である． 
振動台の加振は，水平１方向（x 方向）のみとし，予備的に桁の y 方向挙動をすることを想定し，






































































































































る構造となっている．すべり材は繊維補強型 PTFE とし，すべり板はステンレスを使用する． 
本実験の供試体は，すべり板形状が異なる 3 タイプのすべり支承を適用する．供試体 1 は，従来
タイプの平板タイプとし，供試体 2 は，剛性が－118.4 [N/mm]のパッシブ負剛性支承とし，供試体
3 は，剛性が－204.6 [N/mm]のパッシブ負剛性支承とする． 
負剛性支承のすべり板曲面形状は，桁重量と負剛性値の関係より算出し，供試体 2 の曲率半径を
828mm，供試体 3 の曲率半径を 479mm とする．（これ以下，供試体の呼称を順に，平板，負剛性①，
負剛性②とする．）滑り材の平面寸法は，35 mm×35 mm で，この滑り材４個で桁を支える．この
時，滑り材にかかる面圧は 20 N/mm2 となる．また，すべり材のすべり面は，各すべり板の曲面形













※ Kdamp は摩擦ダンパーの 2 次剛性（Kd）を示す  























平板 98000 平板 0 0 1.2
負剛性① 98000 凸　R828 -118.4 －0.465×kr 1.7
負剛性② 98000 凸　R479 -204.6 －0.805×kr 2.4
写真4-3 滑り板 
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図4-8 負剛性すべり支承 ② (R497) 



































































































復元力装置 固有周期 1.76 s































試験条件は，加速度制御による正弦波加振（振幅：120 gal）で，加振周波数を 0.5 Hz から 1.5 Hz
まで段階的に増加させた．加振回数は，各加振周波数にて桁の応答変位が安定するまで任意とし，そ





正弦波加振実験における加振周波数と桁の最大応答加速度の結果を表 4.5 および図 4-11 に示す．
これらの結果より，加振周波数が 0.8 Hz の時に最大応答加速度が最も大きくなる山型の分布を示し
ており，平面すべり支承適用時の免震システムの固有周波数は 0.8 Hz であるといえる．また，その
0.8Hz 加振時の計測結果について，１周期分のデータを抽出し，桁の慣性力から分力計で計測された
滑り支承の抵抗力を差し引いた力と桁の相対変位による履歴曲線（滑り支承以外の履歴曲線）につい
て，その履歴曲線の等価剛性は 279.6 N/mm であり，これを周期に換算すると 1.19 s（0.84 Hz）で
あった．また，各実験ケースにおける滑り支承以外の履歴曲線から算出した等価減衰定数を表 4.6 に




































































Case-1 0.50 0.074 315.3
Case-2 0.60 0.054 299.3
Case-3 0.70 0.044 289.7
Case-4 0.80 0.042 279.6
Case-5 0.90 0.043 283.1
Case-6 1.00 0.048 291.9
Case-7 1.10 0.048 301.3
Case-8 1.20 0.051 309.8
Case-9 1.30 0.050 316.3
Case-10 1.40 0.049 323.5


































試験条件は，加速度制御による正弦波加振（振幅：120 gal）で，加振周波数を 0.5 Hz から 1.5 Hz
まで段階的に増加させる．実験ケースを表 4.7 に示す．加振回数は，各加振周波数にて桁の応答変位










































































図 4A-1～図 4A-11 に Case-1～Case-11 の平板すべり支承の時刻歴波形と履歴曲線の結果を示す．
また，図 4A-12～図 4A-22 に Case-12～Case-22 の負剛性すべり支承①の時刻歴波形と履歴曲線の





























本実験装置では，桁が加振直角方向（y 方向）へ動いた場合のために，桁側面に約 5mm の隙間を
あけてサイドストッパーを設置しているが(図 4-4(a))，全試験を実際に観察した限りでは，加振中お
よび加振前後で接触はみられなかったので，その影響ではないと考えられる． 


















































































図4-12 桁の絶対応答加速度波形  
(c) 負剛性② (Case-24)
(b) 負剛性① (Case-13) 






















































を図 4-14(a)～(c)に示し，滑り支承にかかる鉛直荷重波形を図 4-15(a)～(c)に示す． 
鉛直変位波形（図 4-14(a)～(c)）について，平板タイプと負剛性タイプいずれも規則的な変動がみ
られ，平板タイプはプラスの方向に変動し，負剛性①および②は桁が下がる方向に変動している．平








図4-13 桁の絶対水平変位波形  









































(b) 負剛性① (Case-13) 




















(a) 平板 (Case-4) 
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(c) 負剛性② (Case-24) 
(b) 負剛性① (Case-13) 





























図4-14 桁の鉛直変位  
0 5 10 15
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(c) 負剛性② (Case-24) 
(b) 負剛性① (Case-13) 
(a)平板 (Case-4) 







































 図4-16 滑り支承の水平荷重(x)波形 



























































































絶対加速度に掛けることによって補正した．設計上のシステムの固有周期（表 4.3）を図 4-17 に破



















































































図4-18 1質点応答解析結果（正弦波：150 gal） 
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図4-17の結果について，平板タイプでの桁の応答加速度は，加振周波数が0.8 Hzの時に最大となり，
応答変位についても 0.8 Hz の時に最大となった．これより，平板タイプでのシステムの固有周波数
は 0.8 Hz であるといえる．また，負剛性①の場合は，応答加速度と応答変位は共に 0.6 Hz 時で最大





















































































図4-20 1質点応答解析結果（正弦波：150 gal） 
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のと考え，システムの履歴を分解して，これらの 3 つの履歴曲線を重ねた結果について考察する． 
各滑り支承タイプにおいて最大応答振幅が得られた３つの試験ケース（平板：Case-4，負剛性①：





































(a) 平板 (Case-4) 

































最大応答時周波数付近の桁の応答変位が 30mm 以上の条件（0.5 Hz～0.9 Hz）について，桁の相
対変位と分力計によるｘ方向の摩擦抵抗力（４カ所平均値）とで描かれる履歴ループから算出したダ
ンパーの剛性値と理論値を表 4.8 および図 4-23 に示す．ここで，ダンパーの剛性値の算出は，各周







































































図 4-22 滑り支承以外の履歴の剛性 
図4-21 履歴曲線  
(c) 負剛性② (Case-24) (b) 負剛性① (Case-13) 
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表 4.8 実験結果と設計値 
Case No. 加振周波数 [Hz] 実験値 設計値 実験値 設計値 実験値 設計値
Case-1 0.5 45.41 0 - -120.0 -118.4 101 -177.1 -204.6 87
Case-2 0.6 8.10 0 - -113.2 -118.4 96 -185.8 -204.6 91
Case-3 0.7 8.72 0 - -119.2 -118.4 101 -183.3 -204.6 90
Case-4 0.8 -0.11 0 - -115.6 -118.4 98 -184.8 -204.6 90














































図 4-23 ダンパー剛性 








路橋示方書 2)に定められた地震波のうち，最も入力加速度が高いレベル 2，タイプ 2地震動とし，地
盤の異なるⅡ－Ⅰ－2 波形，Ⅱ－Ⅱ－2 波形，Ⅱ－Ⅲ－2 波形の 3 種類とし，２章の解析で適用した





げる前の最大応答加速度（原波の値）はそれぞれ 765.9 gal，672.6 gal，591.0 gal であるが，実際
の地震波加振実験における振動台テーブルの加速度計測結果から得られた最大応答加速度はそれぞ


















































図 4A-34～図 4A-36 に Case1～Case3 の平板すべり支承の時刻歴波形と履歴曲線の結果を示し，
図 4A-37～図 4A-39 に Case4～Case6 の負剛性すべり支承①の時刻歴波形と履歴曲線の結果を示す．





















図 4-24 に桁の絶対加速度波形（Ⅰ種，Ⅱ種，Ⅲ種地盤波）を重ねて示す．まず，JR 西日本鷹取
駅（Ⅱ種地盤）の場合をみると，支承のタイプによる波形の位相のずれはみられず，加振開始から
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図4-24    桁の絶対加速度（入力地震波別） 
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 (a) 神戸気象台（Ⅰ種） 
(b) JR鷹取（Ⅱ種） 
(c) 東神戸大橋（Ⅲ種） 
































































図4-26    桁の相対変位（入力地震波別） 
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   (a) 平板 
(c) 負剛性② 
(b) 負剛性① 































































図4-28    負剛性支承別の履歴曲線 
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図 4-35 曲面上の鉛直変位 
 
ここで，計測された桁の相対水平変位を式(4.1)に代入して計算される想定波形と計測した鉛直変
位波形を重ねた主要動付近（4s～15s）の結果を図 4-36 に示す．神戸気象台 EW 波(図 4-36(a))につ









































































図 4-36 曲面上の鉛直変位 
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(a)  神戸気象台（Ⅱ－Ⅰ－2） 
(b)  JR鷹取駅EW（Ⅱ－Ⅱ－2） 
(c)  東神戸大橋（Ⅱ－Ⅲ－2） 



























































































(a) 神戸気象台 (Ⅱ-Ⅰ-2) (b) JR 鷹取駅 (Ⅱ-Ⅱ-2) 
(c) 東神戸大橋 (Ⅱ-Ⅲ-2) 
周期 [ ]






















































(a) 神戸気象台 (Ⅱ-Ⅰ-2) (b) JR 鷹取駅 (Ⅱ-Ⅱ-2) 
(c) 東神戸大橋 (Ⅱ-Ⅲ-2) 















験より得られた値を基に決め，一次剛性(K1)を 4000 N/mm とする． 
解析に使用する入力地震波は，振動台実験により計測された振動台テーブルの加速度波形を基線補
正 23)したものを用い，振動台実験を行った地盤タイプの異なる 3 種類のケースについて解析する．
解析に適用した物性値を表 4.10 に示す．また図 4-38～図 4-40 に入力加速度波形とその応答スペク
トルを示す． 
 
ymxkrFxcxm d &&&&& −=⋅+++             (4.2) 
 















質量 m 10 [ton]
減衰率 h 0.04
固有周期 T 1.25 [s]
表 4.11  モデル 



























入力波形  -  神戸気象台EW（Ⅰ種地盤）





























































入力波形  -  JR鷹取駅（Ⅱ種地盤）





































































































図 4A-43～図 4A-45 に平板すべり支承の時刻歴波形と履歴曲線の結果を示す． 
図 4A-46～図 4A-48 に負剛性すべり支承①の時刻歴波形と履歴曲線の結果を示す． 
図 4A-49～図 4A-51 に負剛性すべり支承②の時刻歴波形と履歴曲線の結果を示す． 
表 4.12 に応答特性値の実験結果と解析結果を示す． 
 
表 4.12 実験結果と再現解析結果 
実験値 解析値 実験値 解析値 実験値 解析値
平板 241.1 269.3 40.5 42.3 4252 3971
負剛性① 192.1 210.8 41.4 42.2 4240 3625
負剛性② 160.7 168.9 43.2 43.5 3928 3594
平板 255.0 275.3 48.8 47.4 7001 6812
負剛性① 220.9 235.4 66.9 64.1 7778 7356
負剛性② 193.9 200.1 74.8 74.4 7216 4725
平板 281.8 320.9 58.2 58.2 4646 4516
負剛性① 224.0 251.0 66.4 67.1 5065 4897
































































































































































































図 4-41 最大応答加速度 
図 4-42 最大応答変位 
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た．また，構造体の固有周期を 0.5 s から 5.0 s まで変化させ，入力地震波を地盤が異なるⅠ種，Ⅱ
種，Ⅲ種地盤について応答解析を行った結果，以下の結論を得た． 
 





・復元力の固有周期が 0.5 s より大きい場合については，地震波のタイプによる傾向として，Ⅰ種，
Ⅱ種，Ⅲ種と入力地震波の地盤タイプに関わらず，付加する負剛性の倍率が大きいほど，応答加速
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